
平成２３年第２回三重県議会定例会提出予定議案概要（追加提案・その２）

区 分 件 名 概 要

予 算 ７件
条 例 案 ５件 議案 １３件
その他議案 １件
認 定 －件
報 告 １１件
提 出 １件
計 ２５件

◎予算
（７件）

総務部 【１】平成 年度三重県一般会計補正予算（第４号）23
（補正額 約 ３１３億円）

【２】平成 年度三重県立小児心療センターあすなろ学園事業特別会計補正予算23
（第１号）
（補正額 約 １２百万円）

【３】平成 年度三重県流域下水道事業特別会計補正予算（第１号）23
（補正額 約 ９億円）

【４】平成 年度三重県水道事業会計補正予算（第１号）23
（補正額 約 １３百万円）

【５】平成 年度三重県工業用水道事業会計補正予算（第２号）23
（補正額 約 ▲１百万円）

【６】平成 年度三重県電気事業会計補正予算（第２号）23
（補正額 約 １百万円）

【７】平成 年度三重県病院事業会計補正予算（第１号）23
（補正額 約 １８百万円）



区 分 件 名 概 要

◎条例案
５件 【８】（ ）

総務部 知事の給与の特例に関する 人口減少、少子・高齢化をはじめとする社会経済情勢の急
条例案 速な変化の中、未来に希望の持てる新しい三重づくりを推進

するに当たり、県の厳しい財政状況を考慮し、知事の給与の
特例を定めるものである。

（平成２３年７月１日から施行）
（主な制定内容）
( ) この条例の施行の際現に知事の職にある者（以下「知事」とい1
う ）の給料月額の１００分の３０を減ずる。。
( ) 知事の期末手当の支給額の１００分の５０を減ずる。2
( ) 知事には退職手当を支給しない。3

【９】
健康福祉部 三重県聴覚障害者支援セン 聴覚障害者等の福祉の増進を図るため、三重県聴覚障害者

ター条例案 支援センターの設置及び指定管理者による管理について必要
な事項を定め、その適正かつ健全な運営を確保するものであ
る。

（平成２４年４月１日（一部公布の日）から施行）
（主な制定内容）
(1) 聴覚障害者支援センターでは、聴覚障害者等用の録画物その他各
種情報を記録した物の製作又は貸出しに関する事業等を行う。
(2) 聴覚障害者支援センターの管理を指定管理者に行わせる。
(3) 指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務
の範囲等について定める。

【１０】
三重県の事務処理の特例に 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、
関する条例の一部を改正す 知事の権限に属する事務の一部を市町が処理することについ
る条例案 て改正を行うものである。

（平成２３年１０月１日から施行）
（主な改正内容）
・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第２６条の３の規定によ
る通報の受理及び同法第２７条第１項の規定に基づく同法第２６条の
３の規定による通報があった者についての調査等の事務を四日市市に
移譲する。

〈参 考〉
○ 地方自治法
（条例による事務処理の特例）
第２５２条の１７の２ 都道府県は、都道府県知事の権限に属する事務の一部を、条例の定めるとこ
ろにより、市町村が処理することとすることができる。この場合においては、当該市町村が処理す
ることとされた事務は、当該市町村の長が管理し及び執行するものとする。



区 分 件 名 概 要

【１１】
総務部 知事及び副知事等の給与の 東日本大震災に係る復興支援、被害を受けた県内産業への

、 、特例に関する条例の一部を 支援 緊急に取り組むべき防災対策等の課題に対応するため
改正する条例案 県の厳しい財政状況を考慮し、副知事等の給料を特例的に減

ずるものである。

（平成２３年７月１日から施行）
（主な改正内容）
( ) 副知事等の給与を減額するための特例期間を平成２３年７月１日1
から平成２５年３月３１日まで（現行平成１７年４月１日から平成
２４年３月３１日まで）とする。
( ) 副知事の給料月額の１００分の１５（現行１００分の５）を減ず2
る。
( ) 教育長の給料月額の１００分の１０（現行１００分の２）を減ず3
る。
( ) 常勤の監査委員の給料月額の１００分の１０（現行１００分の4
２）を減ずる。
( ) 公営企業管理者の給料月額の１００分の１０（現行１００分の5
２）を減ずる。
( ) 部長級及びこれに相当する職員にあっては給料月額の１００分6
の１０を、次長級、課長級及びこれらに相当する職員にあっては給
料月額の１００分の８を減ずる。

【１２】
生活・文化部 三重県高校生修学支援臨時 東日本大震災により経済的な理由から就学等が困難となっ

特例基金条例の一部を改正 た世帯の幼児児童生徒に対する緊急的な就学支援等として、
する条例案 国から交付される被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金が

創設されたことに鑑み、規定を整備するものである。
（公布の日から施行）

（主な改正内容）
( ) 三重県高校生修学支援臨時特例基金の設置の目的を達成するため1
の経費の財源に、被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金を充てる
ことができるよう規定を改正する。
( ) 交付金を国庫に返納する事由が生じた場合に基金を処分すること2
ができるよう規定を追加する。

〈参 考〉
○ 三重県高校生修学支援臨時特例基金の概要
経済及び雇用状況の悪化に伴う保護者の失職等の経済的理由により修学が困難な高等学校等の生
徒の教育機会を確保することを目的に、高等学校授業料減免事業等支援臨時特例交付金を財源とし
て、平成２１年度に基金を造成している。
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◎その他議案
１件 【１３】（ ）

県土整備部 工事請負契約の変更につい 中勢沿岸流域下水道（志登茂川処理区）志登茂川浄化セン
て ター北系水処理施設（土木）建設工事

○場所 津市白塚町地内～河芸町影重地内
○契約金額 変更前 円4,919,614,350

変更後 円4,906,769,700
○契約方法 随意契約
○請負者住所氏名 津市栄町３丁目１２７番地

フジタ・日本土建・アイケーディ特定建
設工事共同企業体
代表者 株式会社フジタ三重営業所
所長 菊地 正

○工事の概要 土工 ８９，４２０
コンクリート工 ３４，０９７
鉄筋工 ３，３６９ｔ
杭基礎工 ８２４本

◎報告
１１件 【１４】（ ）

健康福祉部 専決処分の報告について 平成２２年７月９日鈴鹿市岡田地内において発生した鈴鹿
（損害賠償の額の決定及び 保健福祉事務所（保健衛生室）に係る自動車による公務上の
和解について） 事故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円1,200,000

【１５】
農水商工部 専決処分の報告について 平成２３年２月２２日度会郡大紀町大内山地内の国道４２

（損害賠償の額の決定及び 号において発生した紀州家畜保健衛生所に係る自動車による
和解について） 公務上の事故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円719,105

【１６】
専決処分の報告について 平成２３年３月１０日津市上浜町地内の市道において発生
（損害賠償の額の決定及び した津農林水産商工環境事務所（農政・普及室）に係る自動
和解について） 車による公務上の事故に関して損害賠償の額について和解し

た。
損害賠償額 円39,816

【１７】
総務部 平成 年度三重県一般会 地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づくもの。22

計繰越明許費繰越計算書
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【１８】
総務部 平成 年度三重県一般会 地方自治法施行令第１５０条第３項の規定に基づくもの。22

計事故繰越し繰越計算書

〈参 考〉
○繰越内容・理由
①地域庁舎整備事業費（総務部）
伊勢庁舎建設工事において、工事現場隣接地の住民の方々との移転補償についての協議に時間を
要したため。
②新県立博物館整備事業費（生活・文化部）
当該博物館建設地内で化石が発見され、地層・化石調査の実施に日数を要したため。
③学校運営費等（教育委員会）
東日本大震災に伴う工場の稼動停止等により、物品の納入等に不測の日数を要したため。

【１９】
農水商工部 平成 年度三重県地方卸 地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づくもの。22

売市場事業特別会計繰越明
許費繰越計算書

【２０】
県土整備部 平成 年度三重県流域下 地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づくもの。22

水道事業特別会計繰越明許
費繰越計算書

【２１】
企業庁 平成 年度三重県水道事 地方公営企業法第２６条第３項の規定に基づくもの。22

業会計予算繰越計算書

【２２】
平成 年度三重県工業用 地方公営企業法第２６条第３項の規定に基づくもの。22
水道事業会計予算繰越計算
書

【２３】
平成 年度三重県電気事 地方公営企業法第２６条第３項の規定に基づくもの。22
業会計予算繰越計算書
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【２４】
教育委員会 議会の議決すべき事件以外 県が賃借人となる予定価格７千万円以上の賃貸借の契約

の契約等について
【契約名称】コンピュータネットワーク総合研修システムの

賃貸借契約
【履行場所】三重県総合教育センターほか
【契約金額】48,673,800円
【契約方法】一般競争入札
【契約の相手方の住所及び氏名】

17-1愛知県名古屋市中区錦一丁目
ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社
中部支社
支社長 福島 秀和

【契約締結の年月日】平成23年5月20日
【契約期間】平成23年5月20日から

平成28年6月30日まで

◎提出
１件 【２５】（ ）
県の出資等に係る法人の経 地方自治法第２４３条の３第２項及び同法施行令第１７３
営状況に関する説明書 条の規定により、三重県土地開発公社など１１法人の経営状

況を説明する書類を提出するものである。

参 考><
○法人数 11
三重県土地開発公社、三重県住宅供給公社、三重県道路公社 （財）三重県下水道公社、、
（財）三重県文化振興事業団 （財）三重県国際交流財団 （財）三重県小動物施設管理公社、、 、
（財）三重県こどもわかもの育成財団 （財）三重県農林水産支援センター、、
（財）三重県水産振興事業団 （財）暴力追放三重県民センター、


